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全国県民カレッジ・市民カレッジの運営状況調査結果 

 
１．はじめに 

 標記報告は、平成 16 年度 8 月に実施した調査アンケートに回答があった 31 サンプル（30 機関・大阪

府は２事業回答）の調査結果をまとめたものである。調査対象は道府県の生涯学習センター及び教育

委員会、政令指定都市教育委員会となっている。カレッジ事業の定義があきらかではないため、修了証

の発行だけで単位認定がないところも含まれている。（詳細は別紙「全国県民カレッジ・市民カレッジの

運営状況調査一覧」を参照） 

 

２．事業名称 

 事業名称に「県民カレッジ」「県民大学」もしくは「市民カレッジ」等を使って事業運営をしているところ

は 26 機関、単位（単位の詳細については別項）認定まで行っているところは 20 機関ある。 

 

３．自主事業と連携事業の割合 

 他機関と連携がなく単独で事業を行っているのは５機関のみ。残りはなんらかの形で他機関と連携し

ている。うち地域の高等教育機関との連携は、22 機関（23 事業）と圧倒的に多く、残りは市町村教育委

員会との連携である。 

 

４．事業開始年度 

昭和 43 年度 1 

昭和 60 年度 1 

昭和 63 年度 1 

平成 2 年度 1 

平成 3 年度 1 

平成 4 年度 1 

平成 5 年度 1 

平成 6 年度 2 

平成 7 年度 1 

平成 8 年度 1 

平成 9 年度 4 

平成 10 年度 2 

平成 11 年度 2 

平成 12 年度 2 

平成 13 年度 2 

平成 14 年度 2 

平成 15 年度 3 

平成 16 年度 2 

 

５．16 年度予算 

 予算については、場所の提供・広報の協力だけで予算面の計上なしと回答があった１機関除き、30 事

業については予算化されている。金額は 260（千円）～21,939（千円）で全体の平均は 3,991 千円、単位

認定を行っている機関の平均で 11,469 千円。 
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６．自主講座、連携講座の割合 

 ●自主講座のみ                     ７事業 

 ●連携講座のみ                     ３事業 

 ●自主講座、連携講座の両方を実施            21 事業 

 ●自主講座、連携講座に放送大学、エル・ネットを加えたもの 15 事業 

 

７．コース制の導入 

 コース制の有無についていえば、導入しているところは 16 事業、15 事業にはコース名称がない。コー

スのうち、ふるさと学・地域学など、地域学習はほとんどの事業に含まれている。職業能力開発に関連し

た事業は 12 事業あり、資格取得を目的としたものも含まれている。 

 

８．受講料 

 完全に無料なのは９事業。講座主催機関によって有料と無料のものがある事業は４、有料は 16 事業

ある。受講料は安価なものは 300 円からあり、高いものでは８万円という講座もある。数千円といったとこ

ろが主流。 

 

９．事業とインターネットとのかかわり 

 まったくインターネットを活用していないのは２事業だけで、あとの 29 事業は何らかの形で活用してい

る。うちインターネット上でコンテンツ提供まで行っていると回答したものが 14 事業と高い数値を示して

いる。 

a.広報          ２事業 

b.学習情報提供、学習相談 １事業 

c.コンテンツ提供     １事業 

a＋b            11 事業 

a＋b＋c          6 事業 

a＋c            2 事業 

 

 そのほか、a＋b＋c に加え、ネット上の人材バンクに登録するものが５事業、a＋b に加え、講座の報告

や受講者の感想を配信する予定と答えたものが１事業あった。 

 

10．ボランティアの事業参画 

 ボランティアが運営に係わっている事業は 12、係わっていない事業は 19 事業。 

 

11．学友会・友の会等の有無 

 まったくなしと回答があったものは 21 事業。10 事業ではありと回答。 

 

12．単位認定 

 単位認定を行っているところは 20 機関あり、残り 10 機関（11 事業）のうち、単位取得はないが、修了証

のみ発行しているところは 4 機関（４事業）ある。 

 

 

以上 

 



 

 

全国県民カレッジ･市民カレッジの運営状況調査一覧                                                                    調査時期：平成16年８月 
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